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製造業の雇用減少は必ずしも懸念材料ではない 

バートランド・グラス ナタリア・ノフタ 2018年 4月 9日 

ブラジルのレシフェにある繊維工場。多くの国で雇用に占める製造業の割合が低下している 

(写真: Ingram Publishing/Newscom) 

 

 

 製造業の雇用が減少している。多くの新興市場国や発展途上国において、労働者は農業か

らサービス業に移行しており、こうしたシフトは製造業を経由しないで起こっている。一方、

先進国・地域では、サービス業での雇用増は製造業での明らかな雇用消滅を映し出している

のが一般的である。 
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 製造業の雇用減少はしばしば不安視されている。製造業が縮小すると経済成長が鈍化し、

非熟練労働者や中間スキル層の労働者が就ける賃金の高い雇用が希少になり、格差の深刻化

を引き起こすのではと人々は懸念している。2018年4月の世界経済見通し (WEO) 第3章では、

こうした考えを支持する証拠の再検証を行い、製造業の雇用が占める割合が低下することが

必ずしも経済成長を損なったり、格差を拡大させたりはしないことが分かった。ただし、そ

の条件となるのは、適切な政策の実施である。 

http://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2018/03/20/world-economic-outlook-april-2018
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経済活動と生産性のシフト 

 経済活動のシフトは「構造変化」の自然な

プロセスの一部である。人々は豊かになるに

つれ、医療や金融サービスなどサービス消費

を増やす。また、技術進歩は特に製造業を中

心に労働力を大きく節約することにつなが

る。 

 私たちの調査は、新興市場国と発展途上国

で、製造業ではなくサービス業の雇用拡大が

より速く進むことによって、こうした国々が

先進国の所得水準に追いつく能力が、どのよ

うな影響を受けるのかについて、新たな証拠

を提示している。多くの国々に関する過去

50 年間のデータを用いて、サービス業の中

には生産性 (労働者 1人当たりの産出量) の水

準や上昇率、その収斂の点で製造業に非常に

類似しているセクターもあることを私たちの

調査は示している。 

 運輸や通信、金融サービスや企業向けサー

ビスなど市場サービス業の中には、製造業と

比べて労働者 1人あたりの産出量の水準が高

く、またその成長ペースも速いものがある。

さらには、製造業と同じように、いくつもの

サービス業において、労働生産性は世界的に

収斂していく。相対的に労働生産性が低い場

所で生産性が伸びる速度が速い結果、当初は

生産性レベルが低かった国々が生産性の高い

国々に追いつけるようになるのだ。 

 サービス業の中でも通信や金融、企業向けサービスなど生産性が高いセクターは、他のセ

クターよりも速いスピードで労働者を引き付けている。それに伴い、2000 年代以降の農業か

らサービス業への移行は、全世界で地域を問わず新興市場国と発展途上国での総労働生産性

の向上に貢献してきた。この点は特にサブサハラアフリカで顕著である。 

 もちろん、こうした調査結果によって、政策立案に携わる人々が油断をしてしまってはい

けない。国境を超えたサービス貿易に対する障壁は、財に対する障壁よりも非常に高く、生

産性の高いサービスセクターの成長が、国内需要の成長度合いによって抑制されないように、

こうした障壁の撤廃を進めていかなければならない。また、サービス業の中でも貿易に適し
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たサブセクターで求められる能力に労働者のスキルが合致するように、政策面でも対応が必

要である。こうしたサブセクターとしては金融やビジネスサービスが該当する。そして、あ

らゆるセクターにおいて生産性が停滞している多くの新興市場国と発展途上国では、全体的

に生産性を向上させるために包括的なアプローチが必要となっている。こうしたアプローチ

には、人的資本と物理的なインフラを強化することや、事業環境や投資環境を改善すること

も含まれる。 

経済活動と所得格差の変化 

 また、もうひとつ頻繁に表明され

ている懸念は、質の高い雇用が先進

国の製造業から消滅することに関し

てで、こうした雇用はサービス業に

はありはしないというものだ。工場

が閉鎖するのに合わせて、中間スキ

ル層の労働者が、サービス業の賃金

が低い職業に就かざるをえなくな

り、所得分布の「空洞化」と格差拡

大を助長してしまうというのだ。 

 私たちの調査では、20 の先進国を

サンプルとして労働所得格差の水準

を分析した。この結果、労働所得格

差は、工業 (製造業が 70%を占める) 

内の方がある程度、サービス業内よ

りも低いことが実際に示されてい

る。しかし、総格差を説明するにあ

たって、工業セクターの大きさより

も、国ごとの特徴の方が重要であ

る。例えば、デンマークとアメリカ

を比べると、工業とサービス業の双

方で、デンマークの格差はアメリカ

の格差の 3 分の 1 である。そして、

1980 年代以降、先進国の総格差に変

化を起こしてきた最大の要因となっ

ているのは、工業の雇用が減少した

ことよりも、あらゆるセクターでセ

クター内の所得格差が大きくなって

いるということである。 
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 それでも、個々の労働者や彼らのコミュニティにしてみれば、製造業の雇用が消滅すること

に伴う負の影響は大きいものでありうる。とりわけこの点は製造業の中心地として発展した地

域で顕著だ。構造変化からの利益が包摂的なものになるよう、政策を用いて仕事を失った労働

者が再びスキルを身に着けられるように促進しなければならないし、また、労働者の再配置に

かかるコストを引き下げなければならない。また、政策担当者は産業分野を超えて新たな仕事

に就くことが、一部の労働者にとってはコストが高くつくこと、さらには不可能な場合もある

ことに留意すべきである。例えば、労働者が退職年齢に近い場合である。そして、セーフティ

ネットや対象を絞った再分配政策を適切に強化すべきである。 

 要約すると、製造業が雇用の源泉としての役割をこれまでに比べて果たさなくなることは、

必ずしも経済成長を阻害しないし、格差を深刻化もさせない。ただし、カギとなるのは、適切

な政策を用いることである。 
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